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日頃のご尽力に、心より敬意を表します。また、連合運動へのご理解につきまして、

深く感謝を申し上げます。 

 

連合は、観光庁で検討中の「休暇分散化」について、成長戦略の下に、観光産業の

発展・拡大、雇用創出・安定化の観点が必要であると考えております。また、各種の

施策を行う際は、情報を広く開示し、国民各界各層が参画した議論による合意形成を

通じて策定すべきであると考えております。 

 

以上の考え方をもとに、連合としての意見を別紙の通り取りまとめました。よろし

くお取り計らいいただけますよう、お願い申し上げます。 

 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 



２０１０年３月８日 

 日本労働組合総連合会 

  「休暇」のあり方について 

１．「年次有給休暇取得」について 

（１）日本の労働者の年次有給休暇取得率は 47.4％（2008 年）と、フランスやドイ

ツのほぼ 100％と比較して、低水準にとどまっている。仮に、年次有給休暇の完全

取得が実現した場合、15 兆 6,000 億円の経済効果と 187.5 万人の雇用創出効果（観

光地域経営フォーラム報告書）が見込まれており、政府の成長戦略の下に、観光産

業の発展・拡大、雇用の創出・安定化をすすめる必要がある 

（２）連合は、年次有給休暇の最高付与日数を 25 日（現在 20 日）、最低付与日数を

20 日（現在 10 日）に引き上げることを求めている。また、労働基準法第 39 条第 6

項に基づく「年次有給休暇の計画的付与制度」や、労働基準法第 39 条第 4 項に基

づく「年次有給休暇の時間単位付与制度」の活用を図るなど、年次有給休暇の取得

促進につながる具体的施策の展開とその推進をはかるべきである。 

 

２．「休暇分散化」について 

（１）施策を実施するにあたっては、情報を広く開示し、国民各界各層が参画した議

論による合意形成を通じて策定すべきである。 

（２）５つの地域ブロックに分けて行うとしているが、労働者と子どもの休暇が異な

ってしまうことや、労働者がかえって休暇を取得できなくなるようなことを避ける

よう、十分な条件整備が必要である。 

（３）「休日となる『国民の祝日』の日数は増やさない」としているが、５月１日を

国民の祝日とし４月 29 日の「昭和の日」から５月５日の「こどもの日」までを連

休とする、「太陽と緑の週」を制定した上で、労働者が休暇の使い方に自由度を持

ち、地域活動などに参加できるよう配慮すべきである。 

（４）本社と支社で所在地が異なる場合、「休暇分散化」が有効に機能するかどうか、

その影響を考慮すべきである。また、製造業等では、地域（工場）毎に稼働日が異

なると、複数地域（工場）に納品している部品メーカーは、すべての稼働日に対応

する必要が生じる。その結果、特に中小企業を中心に、更に休暇が取りにくくなる

ことや時間外労働・休日労働の増加など、労働条件が悪化することが危惧される。 

（５）「連休の旅行が安くなる」としているが、旅行業・宿泊業等が一律に平日料金

にした場合、利益が低下し業績がマイナスとなる可能性がある。雇用創出効果が計

算どおり得られるかどうか慎重に検討すべきである。 

以上 


